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研究成果の概要：占領期法制改革の過程において重要な役割を担ったＧＨＱの法律家、特にア

ルフレッド・Ｃ・オプラーとトーマス・Ｌ・ブレークモアについて、アメリカ及び日本におけ

る旧蔵史料を調査・収集して分析し、比較法的観点を加味しながら彼らの占領期法制改革への

寄与に関する分析枠組みを提示すると共に、刑事司法制度改革（検察審査会法の制定過程）に

ついての実証研究を試みた。併せて、法制改革の前提条件となる、占領管理体制の法的側面に

関しても、ＧＨＱの法律家の果たした役割を視野に入れて総体的な把握を試みた。 
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１．研究開始当初の背景 
 
(1) １９９０年代以降、国内外において生じ
たさまざまな社会変動に伴う「戦後日本法体
制」の見直しの動きと対応する形で、その最
初期の与件となった占領期法制改革につい
ての関心が高まりつつある。例えば、近時の
憲法改正に関する議論と併行して、日本国憲
法の制定過程についての実証研究が数多く
明らかにされている（近時の業績として、例
えば古関彰一『日本国憲法の誕生』岩波現代
文庫、２００９年等）。 

 
(2) しかし、憲法以外の法領域においては、
占領期法制改革に関する実証研究は必ずし
も進んでいない。既存の研究は、法制改革に
携わった日本側関係者の史料を用いた、法解
釈学の観点からの検討が多く、その分析は、
条文の変遷を時系列的に明らかにする静態
的なものにとどまる傾向があった。また、占
領期法制改革の検討に際して必要不可欠な
史料であるＧＨＱ／ＳＣＡＰ文書のうち、法
制改革に関する史料を多く含む法務局
(Legal Section, LS)文書は、国立国会図書
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館憲政資料室において既に公開されている
が、他部局の文書よりも公開時期が遅れたこ
ともあり、十分に利用されて来たとは言い難
いところがある。 
 
２．研究の目的 
 
(1) 如上の背景を踏まえ、本研究では、占領
政策の実施の主体となったＧＨＱ／ＳＣＡ
Ｐ（連合国最高司令官総司令部）の各部局の
活動を中心に、占領政策決定機構であるアメ
リカ国務省や極東委員会等との関係、更に、
占領政策の履行を担った地方軍政チームの
活動をも視野に入れながら、占領期法制改革
の総体的な把握を試みた。 
 
(2) 具体的には、ＧＨＱ側で法制改革に深く
関わった、アルフレッド・Ｃ・オプラー
(Alfred C. Oppler)やトーマス・Ｌ・ブレー
クモア(Thomas L. Blakemore)といった法律
家たちの果たした役割に注目し、彼らの旧蔵
史料を収集することにより、占領期法制改革
の動態的なあり方を明らかにすることを目
的とした。 
 
(3) 併せて、国立国会図書館、及び、他の機
関が所蔵している日本側史料についても、占
領期法制改革の実証的研究における利用可
能性を検証した。 
 
３．研究の方法 
 
(1) 日本及びアメリカにおいて関係諸機関
が所蔵しているＧＨＱ側の法律家に関する
史料を調査し、整理・収集を行うこととした。
更に、今後の研究において史料が公開され、
広く活用されることを企図し、史料所有者の
許諾を得て、その一部についてはデジタルカ
メラによる史料撮影を行い、電子データ化を
図った。 
 
(2) 上記の史料に加え、既に公開されている
ＧＨＱ／ＳＣＡＰ文書やアメリカ国立公文
書館所蔵史料、更に、日本側史料についても
再検討を行い、占領期法制改革の全体像につ
いて、ＧＨＱの法律家の果たした役割に焦点
を当てた分析を試み、また、法制改革の前提
となる占領管理体制の運営についても、その
法的側面に焦点を当てて明らかにしようと
した。 
 
(3) (1)のうち、東京都あきる野市において
保管されている史料については、地域におけ
る歴史的財産としての価値をも明らかにす
ることに努め、継続的に研究会や勉強会など
を開催し得るような枠組みを設定した。 
 

４．研究成果 
 
(1) ＧＨＱの民政局(Government Section, 
GS)において法制改革に深く携わり、その中
核的な役割を果たしたアルフレッド・Ｃ・オ
プラーに関しては、その旧蔵史料（オプラー
文書）がニューヨーク州立大学オールバニー
校に所蔵されている。この史料に関しては、
研究分担者として参加した、平成１６年度文
部科学省科学研究費（基盤研究（Ｂ））「新た
な資料を踏まえた占領期統治制度改革に関
する包括的研究」による渡米調査において調
査・収集を行っている。ドイツ出身の裁判官
であり、アメリカに亡命した後ＧＨＱの民政
局に加わったオプラーに関しては、回顧録が
出版されている他（邦訳：『日本占領と法制
改革』内藤頼博監修／納谷廣美・高地茂世訳、
日本評論社、１９９０年）、各法領域におけ
る法制改革への寄与についての研究もなさ
れているが、本研究では、オプラー文書に含
まれていた書簡史料の分析、更に、先行業績
及びＧＨＱ／ＳＣＡＰ文書（民政局のオプラ
ーの課は、後に法務局に移管されたため、民
政局が関与した法制改革に関する史料の多
くは法務局文書に含まれている）等の史料と
の対照作業を通じて、大陸法と英米法の間の
比較法的差異の認識という観点から、占領期
法制改革においてアメリカ法継受を抑制し
得たと考えられる点、アルベルト・Ａ・エー
レンツヴァイク(Albert A. Ehrenzweig)、ル
ネ・ダヴィド(René David)らの比較法学者と
の比較を通じて、その日本法把握が大陸法と
の類似という比較的静態的なものにとどま
らざるを得なかったという点について、試論
的な枠組みを提示した（雑誌論文②）。 
 
(2) 民政局において、オプラーの下で同じく
占領期法制改革に大きく寄与したトーマ
ス・Ｌ・ブレークモアに関しては、関連史料
がいくつかの機関に分かれて所蔵されてい
るため、本研究ではまず史料の所在について
調査を行い、併せて、可能な範囲でデジタル
カメラにより撮影し、電子データ化を行った。 
 戦前に来日経験があり、１９４１年４月か
ら約半年の間東京帝国大学の学生であった
ブレークモアの旧蔵史料（ブレークモア文
書）は、東京都あきる野市の「協同村ひだま
りファーム」（ブレークモアの元別荘、現在
は生活クラブ生活協同組合・東京が管理）、
及び、ブレークモアがアメリカに帰国後シア
トルに設置したブレークモア財団の二箇所
に分かれて所蔵されている。このうち前者に
関しては、２００７年８月１日付で生活クラ
ブ生活協同組合・東京と史料撮影に関する覚
書を取り交わし、計５箱分の史料を撮影して
電子データ化した。このデータの複製は生活
クラブ生活共同組合に寄贈され、希望者は許



可を得てデータの閲覧が可能な状態となっ
ている。また、後者に関しては、２００７年
８月２７日から９月２日にかけてブレーク
モア財団に赴き、財団所蔵史料（計３箱）を
整理して目録を作成した上で、一部デジタル
カメラによる撮影を行った。またこの際、ブ
レークモア、及び、画家であった夫人のフラ
ンシス(Frances Blakemore)について、財団
理事長グリフィス・ウェイ氏(Griffith Way)
及びパトリシア夫人(Patricia Way)に対する
インタヴューを行った。また、ブレークモア
に奨学金を提供し、その来日の契機を作った
International World Current Affairs に関
しては、２００８年９月１日から８日にかけ
ての在外調査の際に訪問して史料を収集し
た。またこの際、同財団からブレークモアと
同じく奨学金を受け、生涯にわたって親交の
深かったフィリップス・タルボット氏
(Philips Talbot)に対して、ニューヨークの
氏の自宅においてインタヴューを行った。 
 ブレークモアに関しては、日米双方におい
て、これまでまとまった回顧録や評伝は著さ
れていなかった（なおフランシスに関しては、
ブレークモア財団から近時評伝が出版され
た（Michiyo Morioka, An American Artist in 
Tokyo: Frances Blakemore, 1906-1997, The 
Blakemore foundation, Seattle,2007））。し
かし、２００９年５月２８日～２９日にかけ
て、ブレークモア財団と財団法人国際文化会
館によるシンポジウムが開催され、ブレーク
モアが占領期法制改革及び戦後の法実務に
与えた影響について多角的な検討が行う機
会が得られた。その際、報告者の一人として、
本研究で収集した史料を用いて、ブレークモ
アの日本滞在が、著名な比較法学者であるマ
ックス・ラインシュタイン(Max Rheinstein)
やハロルド・Ｃ・ガッタリッジ(Harold C. 
Gutteridge)、更に、明治中期に慶応義塾の
大学部開設に際し招聘され、法学教育を実践
した経験を持つジョン・Ｈ・ウィグモア(John 
H. Wigmore)らの影響下で行われたこと、そ
の経験が、基本的にはオプラーと軌を一にし
ながらも、占領期法制改革におけるより動態
的な日本法把握を可能としたのではないか
という分析を提示した（学会発表①）。 
 
(3) 占領期法制改革においてオプラーやブ
レークモアらＧＨＱの法律家たちが実際に
果たした役割については、法領域ごとに日本
側・アメリカ側双方の史料を精査して、より
実証的な検討を行うことが求められる。その
具体的な作業の一つとして、本研究では、２
００９年５月に裁判員制度と同時に改正法
が施行され、その決定に法的拘束力が附与さ
れることになった検察審査会制度の導入の
経緯について具体的な検討を行った。 
 占領開始当初から検討されていた「検察の

民主化」という課題について、オプラーとブ
レークモア、更に、立法に深く携わった民政
局のハワード・マイヤース(Howard Mayers)
らには、アメリカ法の性急な導入への慎重さ
という点において意見の一致が見られた一
方で、ＧＨＱの他の部局、更には、民政局内
部においても異なる見解が存在し、警察制度
改革や地方制度改革等の他領域における「戦
後改革」との調整も必要となった結果、起訴
陪審制度に代替する形で検察審査会法が制
定されるに至った。本研究では、以上の経緯
を、ＧＨＱ／ＳＣＡＰ文書、更に法務省法務
図書館所蔵『連合国総司令部との会談報告関
係文書』に含まれる史料を用いて実証的に明
らかにした（雑誌論文①、学会報告②）。 
 
(4) ２００８年９月１日から８日にかけて
の在外調査の際、アメリカ国立公文書館にお
いて収集した地方軍政チームの史料、とりわ
け、地方軍政チームが運営していた、対占領
軍犯罪等を管轄する軍事占領裁判所の裁判
記録等の調査を行ったが、史料群自体が予想
以上に大きく、滞在期間も限られていたため、
そのごく一部を閲覧し、収集するにとどまっ
た。 
 法制改革の前提となる占領管理体制の運
営、とりわけ、軍事占領裁判所の活動や「ポ
ツダム命令」などの「超憲法的」措置に関し
ては、先行業績が乏しく、その実態はほとん
ど明らかになっていない。本研究では、ＧＨ
Ｑ／ＳＣＡＰ文書や日本側史料を分析し、か
つ、アメリカ国立公文書館において収集した
史料をも用いて、大日本帝国憲法から日本国
憲法への憲法秩序の変動と占領管理体制の
関係について、ＧＨＱの法律家たちの関与に
力点を置いて検討を行った（雑誌論文③、図
書①）。 
 
(5) 現在ブレークモア文書の一部が保管さ
れている東京都あきる野市の「協同村ひだま
りファーム」の近隣には、「トーマス・ブレ
ークモア記念社団養沢毛鉤専用釣場」が１９
５５年に開設されているが、このことが端的
に示すように、あきる野市（旧：西多摩郡五
日市町）とブレークモアの関係は、画家であ
ったフランシス夫人も含めて非常に深いも
のがある。しかし、これまでのところ、あき
る野市においてブレークモア夫妻への関心
はあまり高いものではなく、ブレークモア文
書についてもほとんど知られていない。そこ
で、本研究の過程において行った勉強会等を
踏まえて、「協同村ひだまりファーム」の管
理者である生活クラブ生活協同組合や養沢
毛鉤専用釣場の関係者、あきる野市役所職員
などにより「あきる野ブレークモア夫妻を知
る会」が立ち上げられ、ブレークモア夫妻の
あきる野市との関係について周知すると共



に、継続的に関係者の証言の収集等の研究活
動を行う枠組みが設定された。今後の「あき
る野ブレークモア夫妻を知る会」の活動は地
元の方々が主体的に担っていくこととなる
が、本研究の期間終了後も、会の活動には引
き続き関わっていくこととしたい。 
 
(6) 本研究の成果について総括するならば、
まず、ＧＨＱの法律家、とりわけ、民政局に
おいて法制改革の中核的役割を果たしたオ
プラーとブレークモアに関する史料の所在
を可能な限り調査し、未整理であったものに
関しては整理を行い、一部については電子デ
ータ化を行うことで、史料の利用可能性を向
上させた点を挙げることが出来よう。しかし、
オプラーとブレークモアが占領期法制改革
において果たした役割について、上述したよ
うに本研究は、書簡史料の分析を中心として、
比較法学者との関係に着目した試論的な枠
組みを提示したにとどまっている。本研究に
おいて整理・収集した史料を精査した上で、
各法領域における占領期法制改革の具体的
な検討を行い（本研究では、(3)に記したよ
うに、刑事司法制度改革の一部について検討
を行ったに過ぎない）、オプラーとブレーク
モアが果たした役割について総体的に明ら
かにすることを、引き続き試みる必要がある
（この点、本研究と併行して、法務省法務図
書館において所蔵されていた「未整理図書」
の整理が行われ、占領期法制改革や占領管理
体制に関する貴重な史料が目録刊行と共に
公開されたことは、研究の進展に大きく寄与
するものと思われる）。 
 また、彼らの果たした役割をより詳細に検
討するためには、彼らのＧＨＱでの活動にさ
まざまな形で関与したアルベルト・エーレン
ツヴァイクやマックス･ラインシュタインら
「亡命ドイツ法学者」らの活動に関する調査
が必要であるが、これらはまだ端緒的なもの
にとどまっている（五十嵐清「亡命ドイツ法
学者のアメリカ法への影響」同『現代比較法
学の諸相』信山社、２００２年所収）。また、
ジョン・Ｈ・ウィグモアを始めとする日本法
研究者についての調査（岩谷十郎「ウィグモ
アの法律学校」『法学研究』６９巻１号、１
９９６年）、ＧＨＱにおいてさまざまな役割
を果たした「知日家」らについての調査も必
要である（新堀通也編『知日家の誕生』東信
堂、１９８６年）。 
 更に、オプラーとブレークモア以外にも、
ＧＨＱには多くの法律家が存在しており、各
法領域においてそれぞれ重要な役割を果た
している（天川晃「占領改革における法律家
の役割：憲法改正から諸法制改革まで」、ト
ーマス・Ｌ・ブレークモア記念シンポジウム、
２００９年５月２９日）。上述したマイヤー
スのように、オプラーと同じ課で民政局・法

務局において法制改革に携わった者（前掲
『日本占領と法制改革』６章に掲げられる）、
法務局において占領管理体制の運営に携わ
った者の他、他の部局にも政策立案に携わっ
た法律家が存在していたが、これらの人物の
バックグラウンドや関連史料については明
らかでないところが多い。戦後日本法体制の
形成過程を人的側面から再検討するために
は、このような人物についての調査が、今後
の大きな課題となろう。 
 加えて、占領管理体制の法的特質の把握に
ついては、本研究では、(4)で言及したよう
に、極めて限定的分析を行うにとどまってい
る。この点については、アメリカ国立公文書
館の所蔵史料が膨大であり、かつ、幅広い領
域に亘っているため、改めて本格的な史料調
査を行い、現在進められつつある地方軍政の
研究をも踏まえながら、解明に取り組む必要
があろう。 
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